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期限は今のところ 2013 年 11 月に迫っている中で、特例民法法人を中心とす
る対象法人は、上記の 50％の限界の実現可能性をめぐって（とくに、50％
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はその性格に対応した法的取扱いをするか、という捉え方の相違については
後者の考え方の方が適切というべきであろう。
